
社会福祉法人明光会 

カスタマーハラスメント対応行動指針 

 

１.目 的 

社会福祉法人明光会（以下「本会」という。）は、経営する保育所および障害福祉サービス事業所等に

おいて、利用者の尊厳を保持し、自立や健やかな成長を支援するとともに、安心・安全で質の高いサービ

スを提供することを目指しております。 

これらのサービスを安定して提供するためには、ご利用者、ご家族、保護者、関係者の皆様（以下「関

係者等」という。）と本会職員が、互いに信頼し、尊重し合える健全な環境が不可欠です。 

本会には、労働契約法第 5条に基づき、職員が安心して心身の健康を保ちながら働ける労働環境を提供

する「安全配慮義務」を果たす責任があります。 

万が一、社会通念上許容される範囲を超えた不当な要求や迷惑行為（カスタマーハラスメント）が発生

した場合は、職員の尊厳と安全を守るため、組織として毅然とした対応を行います。 

 

２.カスタマーハラスメントの定義および対象となる行為 

行動指針におけるカスタマーハラスメントとは、関係者等からの暴行、脅迫、暴言、不当な要求等の行

為であって、その要求内容の妥当性に欠けるもの、または要求を実現するための手段・態様が社会通念上

不相当なものであり、これらによって職員の就業環境が害されるものをいいます。 

具体的には、以下の行為を指しますが、これらに限られるものではありません。 

 

 （１）身体的・精神的な攻撃 

    ①職員に対する暴力、暴言、大声での威嚇、誹謗中傷（インターネットや SNS、口コミサイト上

の記述を含む） 

    ②個人の人格を否定する発言、侮辱、差別的な言動 

 

 （２）過剰または不合理な要求 

    ①合理的理由のない謝罪、土下座の要求 

    ②特定の職員に対する解雇や法人内処罰、担任・担当からの排除等の不当な要求 

    ③他のご利用者や児童に対する、根拠のない不利益な処置（退園・利用中止等）の要求 

    ④法令、自治体の基準、または事業所の規則（登降園時間、利用契約等）を無視した過度なサー

ビスの強要 

    ⑤他のご利用者、児童、職員の個人情報の開示など、法的に応じられない情報の要求 

 

 （３）合理的範囲を超える時間的・場所的拘束 

    ①合理的理由のない長時間の面談や電話対応（居座りや執拗な繰り返しの連絡を含む） 

    ②合理的理由のない、事業所以外の場所への職員の呼び出し 

 

 （４）プライバシー侵害およびハラスメント行為 

    ①職員の個人情報（実名、顔写真、音声、動画等）の無断取得、および SNS・Webサイト等への投

稿・公開 

    ②職員に対するセクシュアルハラスメント（不適切な身体接触、性的な言動） 

 

３.カスタマーハラスメントの対象外となる行為 

 次に掲げる行為は、カスタマーハラスメントとは区別し、それぞれ適切な支援、または正当な手続きを

もって対応します。 



 （１）サービス内容や職員の対応に対する客観的・正当な意見および苦情の申し出 

 （２）障害者差別解消法に基づく合理的配慮の申し出および意思表明 

 （３）ご利用者の障害特性、疾患、または心身の著しい状態変化等に起因する一時的なパニックおよび

行動上の課題（強度行動障害・環境不適応によるパニック・感覚過敏・感情抑制の困難等） 

 前項第 3項に掲げる行為については、専門的な立場から個別支援計画に基づく支援および適切な環境整

備を実施する等、組織的に対応します。 

 ただし、法人および各事業所は、職員に対する安全配慮義務に基づき、外部関係機関（主治医・基幹相

談支援センター・行政等）と連携のうえ、必要な支援体制を講じるものとします。 

 

４.カスタマーハラスメントへの対応姿勢 

 （１）法人内（組織）における取組み 

    相談・報告体制の整備 

    職員が一人で問題を抱え込まないよう、速やかに上司や法人に相談できる体制を構築します。な

お、ハラスメントの相談・報告を行った職員に対し、不利益な取扱いは一切行いません。 

    職員のケアの最優先 

    ハラスメントの被害に遭った職員の精神的・身体的ケアを最優先に行います。 

    教育・研修の実施 

    職員が適切な初期対応や知識を習得できるよう、定期的な研修を行います。 

 

 （２）法人外（関係者等）に対する取組み 

    正確な事実確認と記録 

    事案の発生時、または発生の恐れがある場合は、内容を正確に把握するため、面談や電話等の内

容について録音・録画を行います。 

    外部専門機関との連携 

    解決が困難な事例や悪質なケースについては、弁護士や警察等の外部専門機関・関係機関と速や

かに連携し、適切な対処を行います。 

    サービスの提供中止・契約解除 

    カスタマーハラスメントに該当する行為が是正されない場合、または職員の安全が脅かされると

判断した場合は、各サービスの利用をお断り、または中止（利用契約の解除等）します。 

 

５.関係者等の皆様へのお願い 

本会は、今後とも関係者等の皆様とより良い信頼関係を築き、安全で質の高いサービスを提供すること

に尽力します。 

職員が安心し、誇りを持って働ける環境を維持するためにも、本指針へのご理解とご協力をお願いいた

します。 
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